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 ２

（単位：千円）

前期 当期 前期比較

(H.28.3.31) (H.29.3.31) 増 △ 減

○ 流動資産 493,708 307,145 △186,563

現金及び預金 487,055 297,900 △189,155 固定資産取得等による減

その他流動資産（前払費用等） 6,653 9,245 2,592 前払費用及び未収入金の増

○ 固定資産 5,362,332 5,352,873 △9,459

有形固定資産 5,225,804 5,222,245 △3,559

建物・構築物 2,164,871 2,116,480 △48,390 減価償却による減

機械･装置・備品等 85,519 130,350 44,831 印刷機等の資産取得の増

土　地 2,975,415 2,975,415 0

建設仮勘定 0 0 0

無形固定資産 125,415 120,788 △4,627 ソフトウェア等の減価償却による減

投資その他の資産 11,113 9,839 △1,274 原状回復による減

5,856,040 5,660,018 △196,023

（負債の部）

○ 流動負債 429,453 280,478 △148,975

運営費交付金債務 0 0 0

その他流動負債（未払金等） 429,453 280,478 △148,975 改修工事等の未払金の減

○ 固定負債 615,008 624,211 9,204

資産見返負債 611,218 582,497 △28,721

長期リース債務 3,790 41,714 37,924
「統合システム」用サーバ機器等のリース開
始による増

1,044,461 904,690 △139,771

（純資産の部）

○ 資本金（政府出資金） 3,891,142 3,891,142 -

○ 資本剰余金 854,809 823,243 △31,565

資本剰余金 3,250,143 3,320,277 70,134 第二宿泊棟改修工事等による増

損益外減価償却累計額 △2,395,334 △2,497,034 △101,700 建物等の減価償却による減

○ 利益剰余金 65,629 40,943 △24,686

5,422 0 △5,422 積立金の国庫返納による減

当期総利益 60,207 40,943 △19,265 積立金の国庫返納による減

4,811,580 4,755,328 △56,252

5,856,040 5,660,018 △196,023

※ 各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

積　立　金

純 資 産 合 計

負債・純 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

比  　較　  貸　  借　  対　  照　  表（対前年度比較）

（資産の部）

主な増減理由



 ３

（費用の部） （単位：千円）

前期 当期 前期比較

増 △ 減

○ 経常費用 1,352,545 1,339,043 △13,503

 一般管理費 195,146 194,758 △388 光熱水料の減額等による減

 業務経費（教育研修事業費） 698,275 728,968 30,693 新規事業による予算額の増

 人　件　費 390,028 390,629 601 職員数の増

 雑  損 69,096 24,687 △44,409 改修工事に伴う撤去処分費の減

○ 臨時損失 4,447 430 △4,016 固定資産除却損の減

○ 当期総利益 60,207 40,943 △19,265
中期目標期間最終年度のため、運営費交付
金債務残高の全額を収益化したことによる減

1,417,199 1,380,415 △36,784

（収益の部）

○ 経常収益 1,357,015 1,379,985 22,971

 運営費交付金収益 1,052,087 1,125,116 73,029 予算額の増加

　施設費収益 90,742 34,882 △55,861
施設整備費の改修工事にかかる費用の
減

 自己収入（施設運営収入等） 161,290 148,248 △13,042 宿泊料収入の減

 資産見返負債戻入 52,895 71,739 18,844 固定資産取得の増

○ 臨時利益 60,185 430 △59,754 積立金の国庫返納による減

1,417,199 1,380,415 △36,784

※ 各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

比    較    損    益    計    算    書（対前年度比較）

主な増減理由
(H.27.4.1～

28.3.31)
(H.28.4.1～

29.3.31)

費 用 合 計

収　益 合 計



 ４

（単位：千円）

予　算　額 決　算　額 差引増△減額 備 考

 （収　入）

(a) (b) (b)-(a)

 事業費収入 1,315,854 1,316,813 959

 運営費事業関係収入 1,315,854 1,316,813 959

 運営費交付金 1,168,565 1,168,565 -

 自己収入 147,289 148,248 959 宿泊料収入等の増

 施設整備費 105,965 105,016 △949

1,421,819 1,421,829 10

 （支　出）

(a) (b) (a)-(b)

 事業費 1,315,854 1,275,935 39,919

 運営費事業 1,315,854 1,275,935 39,919

一般管理費 195,192 171,651 23,541 光熱水料の減額等による減

(0) (0) (0)

396,473 396,503 △30

 施設整備費 105,965 105,016 949

1,421,819 1,380,951 40,868

（注）　１．人件費の（　）は、退職手当の額を内数で記載している。

２．各項目と合計欄の金額は、四捨五入の 関係で一致しないことがある。

707,781 16,408
指導助言活動経費を研修事業充実のために
充当

 人件費 職員数の増

合　　　　計

平 成 ２８ 年 度 決 算 の 概 況

区 分

合　　　　計

 業務経費 724,189




